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要 旨

分娩取扱医療機関に所属する助産師が捉える，保健機関の保健師との連携を明らかにすることを目的に，無記名

自記式質問紙調査を実施した．１３９件の分析の結果，助産師が捉える連携の前提，助産師の連携に関する思いおよ

び連携活動が明らかとなった．前提には，社会的ハイリスクの妊産褥婦の存在とその増加，医療機関の限界があっ

た．助産師の思いには，連携のための意識や教育，保健師との相互理解や顔のみえる関係の必要性，連携における

課題などが示されていた．助産師の連携活動として，保健師と連携し家族への支援を行っている現状，連携方法を

検討していることが明らかとなった．連携をはかる上での明確な基準がないことが示され，連携促進のための手引

きが有用であることが示唆された．

キーワード
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Ⅰ．緒言

我が国では，妊婦の９９％が分娩取扱医療機関で出産

し（平成２４年人口動態調査），地域へ戻り育児を行っ

ている．妊娠期から産褥期に心身や家庭環境の不備な

どの問題を抱えて支援を必要とする家族に対しては，

分娩取扱医療機関の助産師と保健機関の保健師の連携

が欠かせない．助産師は妊娠期から家族に関わり，問

題の早期発見者としての役割を果たして保健師につな

げる役割を担っている（加藤，２０１０）．しかし，医療

機関内において，助産師と医師間でも家庭内の問題に

介入する範疇について共通認識には至っておらず（山

崎，２００６），保健師につなげる方法についての統一さ

れた基準はない．また，保健師の視点からみた助産師

との連携のあり方に関する研究は散見されるが（大

平・今田・氷見・村本・前原・吉川・大井・中村・新

道・澁谷・浦野・藤田，２００７），助産師の視点から保

健師との連携のあり方を実証的に明らかにしたものは

見当たらない．妊娠期から産褥期までの支援に携わる

助産師が，地域で生活する家族を支援する保健師との

連携をどのように捉えているのかを明らかにし，より

良い連携のあり方の示唆を得る必要がある．

Ⅱ．研究目的

分娩取扱医療機関に所属する助産師が捉える保健機

関の保健師との連携について明らかにすること．

Ⅲ．研究方法

１．対象とデータ収集

２０１４年８月時点で公益社団法人日本産科婦人科学会

医療改革委員会運営ホームページの周産期医療の広場

「分娩取扱医療機関情報」に登録されている２，５７７（病

院１，０５５，診療所１，５２２）施設の中から，層化無作為抽

出法により１，０００（病院４０９，診療所５９１）施設を抽出

した．データ収集は２０１４年８月～９月に実施した．分

娩取扱医療機関の施設長に研究協力依頼文および無記

名自記式質問紙調査票を郵送し，助産師１名の選出を

依頼した．回収は，研究協力者から研究者への個別郵

送法とした．

２．調査内容

年代，職位，所属施設の形態，保健師との連携の実

態，保健師との連携に関する意見等とした．本研究で

は，上記の調査内容の内，「保健機関の保健師との連

携についてご意見があればご記入ください」と自由記

載で尋ねて回答を得た内容をデータとして分析した．

３．分析方法

１０００施設中，１０件から分娩取扱中止や施設閉鎖など

のため調査票が返送され，対象外となった．有効回答

３７６件の内，保健師との連携についての自由記載欄に

記述のあった１３９件（回答率１４．０％）を分析対象とし

た．自由記載の内容は，意味内容を損なわないように

文脈に留意しながら区切り，１次コードとした．相違

性および類似性に留意し，抽象度を上げて２次コー

ド，サブカテゴリー，カテゴリーを生成した．分析の

過程で質的研究の経験をもつ研究者のスーパーバイズ
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を受け，研究者自身の歪みが生じないように努めた．

４．倫理的配慮

研究協力の任意性と匿名性の確保および調査票の返

送をもって，研究協力の承諾が得られたとみなす旨を

含めた倫理的配慮を記述した書面を調査票とともに同

封した．なお，本研究の実施にあたり，北海道医療大

学看護福祉学部研究科倫理委員会による倫理審査を受

け，承認を得た．

Ⅳ．結果

１．研究協力者の属性

年代は，多い順に５０歳代６２名（４４．６％），４０歳代４７

名（３３．８％），３０歳代１４名（１０．１％）であり，職位は，

師長６２名（４４．６％），スタッフ３８名（２７．３％），主任１８

名（１２．９％）の順であった．所属施設は，病院が６３名

（４５．３％），診療所が７６名（５４．７％）であった．

２．助産師が捉える保健師との連携

分娩取扱医療機関に所属する助産師（以下，助産師

とする）が捉える保健師との連携について分析した結

果，２２６コードから１６９の２次コードが生成された．さ

らに抽象度を上げ統合し，６１サブカテゴリー，１２カテ

ゴリーが生成された．カテゴリーは，連携の前提と助

産師の連携に関する思いおよび連携活動に大別された

（表１）．

カテゴリーは【 】，カテゴリーを構成するサブ

カテゴリーは≪ ≫，サブカテゴリーを説明するた

めの記述内容を「 」で示す．

助産師が捉える保健師との連携の前提は，コード数

が多い順に【社会的ハイリスクの妊産褥婦がいる】【医

療機関での支援には限界がある】の２カテゴリーで

あった．助産師の保健師との連携に関する思いは，

コード数が多い順に【保健師に連携体制を整えてほし

い】【保健師との連携を積極的にはかりたい】【連携を

困難にする個人や組織的な課題がある】【保健師と定

期的に会議を開催する必要がある】【保健師との連携

のための教育や地域活動に参画する必要がある】【保

健師と顔のみえる関係の構築が必要である】【医療機

関内や他機関との連携も必要である】【保健師との互

いの理解が必要である】の８カテゴリーであった．連

携活動は，コード数が多い順に【保健師との連携をは

かり家族の支援をしている】【連携方法について検討

している】の２カテゴリーであった．

１）助産師が捉える保健師との連携の前提

【社会的ハイリスクの妊産褥婦がいる】は，≪精神

疾患，シングルマザー，経済的問題など社会的ハイリ

スクな妊産褥婦がいる≫≪精神疾患，高齢・若年妊産

褥婦などのハイリスク者が増えている≫から生成され

た．

【医療機関での支援には限界がある】は，≪人手不

足や入院が短期間であるため医療機関での継続支援に

は限界がある≫≪対象が多くすべての家族に対応でき

ているか不安である≫≪医療機関では生活背景への介

入に限界がある≫≪医療機関は産後１か月健診までの

関わりである≫≪医療機関では継続支援が必要か判断

が難しい≫≪時間制限があり連携が負担である≫から

生成された．

２）助産師の保健師との連携に関する思い

【保健師に連携体制を整えてほしい】は，≪早期に

家庭訪問し報告してほしい≫≪連絡をしたらタイム

リーに対応してほしい≫≪休日・夜間対応をしてほし

い≫≪地域によって連携活動に差がある≫≪母乳の知

識をつけて指導してほしい≫などから生成された．

≪連絡をしたらタイムリーに対応してほしい≫は「早

期に介入をスタートさせても，保健師のリアクション

が悪く，スピーディーに対応してくれないことがあっ

た」，≪休日・夜間対応をしてほしい≫は，「短い入院

期間に休日が含まれると保健師と連絡がとれない」な

どと記されていた．

【保健師との連携を積極的にはかりたい】は，≪保

健師との連携は必要であり積極的に連携をはかりた

い≫≪早期に支援を行うため地域との連携は欠かせな

い≫≪妊娠から産後まで継続した支援をするため連携

が必要である≫≪保健師との連携の必要性が増す≫

≪連携を促進することで虐待予防になる≫などから生

成された．

【連携を困難にする個人や組織的な課題がある】は，

≪連携の明確な基準がない≫≪継続支援をするための

システムが整っていない≫≪他機関のため連絡方法が

わからない≫≪管理者の理解がなく連携が難しい≫

≪診療所での連携は難しい≫≪個人情報保護により連

携が難しいことがある≫≪保健師の業務内容を知らな

い≫などから生成された．≪連携の明確な基準がな

い≫では，「理想的には，指針があれば連携がスムー

ズにいくのではと思う」と記されていた．

【保健師と定期的に会議を開催する必要がある】は，

≪定期的に会議を開催したい≫≪定期的な会議で情報

共有している≫≪定期的な会議で顔を合わせることで

連携が円滑になる≫≪定期的な会議で役割分担を話し

合う必要がある≫≪定期的な会議の回数を増やした

い≫から生成された．≪定期的な会議で情報共有して

いる≫では，「保健師との連携会議で問題となってい

ること，困っていること，こうしたら良いということ

などを皆で統一できる」などと記されていた．

【保健師との連携のための教育や地域活動に参画す

る必要がある】は，≪助産師の家庭訪問が望ましい≫
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カ テ ゴ リ ー サ ブ カ テ ゴ リ ー コード数

連
携
の
前
提

社会的ハイリスクの妊産褥婦がいる 精神疾患，シングルマザー，経済的問題など社会的ハイリスクな妊産褥婦がいる １５
精神疾患，高齢・若年妊産褥婦などのハイリスク者が増えている ２

医療機関での支援には限界がある 人手不足や入院が短期間であるため医療機関での継続支援には限界がある ６
対象が多くすべての家族に対応できているか不安である ２
医療機関では生活背景への介入に限界がある １
医療機関は産後１か月健診までの関わりである １
医療機関では継続支援が必要か判断が難しい １
時間制限があり連携が負担である １

連

携

に

関

す

る

思

い

保健師に連携体制を整えてほしい 早期に家庭訪問し報告してほしい ８
連絡をしたらタイムリーに対応してほしい ８
休日・夜間対応をしてほしい ４
地域によって連携活動に差がある ３
母乳の知識をつけて指導してほしい ２
保健師が最新の知識を知らない ２
保健師の担当者を定めてほしい ２
保健師が医療機関に出向くべきである ２
保健師のマンパワーを充実してほしい １

保健師との連携を積極的にはかりたい 保健師との連携は必要であり積極的に連携をはかりたい １２
早期に支援を行うため地域との連携は欠かせない ６
妊娠から産後まで継続した支援をするため連携が必要である ５
保健師との連携の必要性が増す ３
連携を促進することで虐待予防になる １
保健師への情報発信が必要である １

連携を困難にする個人や組織的な課題がある 連携の明確な基準がない ９
継続支援をするためのシステムが整っていない ５
他機関のため連絡方法がわからない ３
管理者の理解がなく連携が難しい ２
診療所での連携は難しい ２
個人情報保護により連携が難しいことがある １
保健師の業務内容を知らない １
保健師との面識がない １
連携の経験が少ない助産師がいる １

保健師と定期的に会議を開催する必要がある 定期的に会議を開催したい ９
定期的な会議で情報共有している ６
定期的な会議で顔を合わせることで連携が円滑になる ４
定期的な会議で役割分担を話し合う必要がある ３
定期的な会議の回数を増やしたい ２

保健師との連携のための教育や地域活動に参
画する必要がある

助産師の家庭訪問が望ましい ６
助産師の地域活動を増やしたほうが良い ４
助産師が地域に関心をもつことが大切である ３
保健師との連携について助産師の教育が必要である ３

保健師と顔のみえる関係の構築が必要である 保健師と交流を深めて顔のみえる関係にする必要がある ７
積極的に直接やりとりすることが関係を深める ６
保健師と顔見知りであり連携できる １

医療機関内や他機関との連携も必要である 地域連携室により連携が円滑になる ４
医療機関内で定期的に会議を行っている ３
保健師と他機関の連携が必要である ２

保健師との互いの理解が必要である 保健師と互いの職域を理解し合うことが必要である ２
保健師，助産師に意識の差がある ２
互いに予防を意識した連携が必要である １
子育て支援事業が発展して統一した支援ができると良い １

連

携

活

動

保健師との連携をはかり家族の支援をしている 支援が必要な家族について電話や文書を用いて情報共有している ９
保健師の対応で連携がスムーズである ８
保健師との連携は円滑であり必要な対応ができている ７
保健師が家庭訪問を行い経過報告がある ５
連携のための体制が構築されている ４
院長や師長の理解があり連携がはかれている ３
必要時には保健師が来院し情報共有しながら家族の支援をしている ２

連携方法について検討している 保健師との連携方法について検討している ２
医療機関内のマニュアル作成をしたり係をつくっている ２
保健師とアセスメントシートを作成し共通の視点で取り組んでいる １

表１ 助産師が捉える保健師との連携（カテゴリー，サブカテゴリー）
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≪助産師の地域活動を増やしたほうが良い≫≪助産師

が地域に関心をもつことが大切である≫≪保健師との

連携について助産師の教育が必要である≫から生成さ

れた．≪保健師との連携について助産師の教育が必要

である≫は，「学生時代に保健師との連携の必要性を

学んでおくべき．業務を開始すると分娩に目がいって

しまう」と記されていた．

【保健師と顔のみえる関係の構築が必要である】は，

≪保健師と交流を深めて顔のみえる関係にする必要が

ある≫≪積極的に直接やりとりすることが関係を深め

る≫≪保健師と顔見知りであり連携できる≫から生成

された．

【医療機関内や他機関との連携も必要である】は，

≪地域連携室により連携が円滑になる≫≪医療機関内

で定期的に会議を行っている≫≪保健師と他機関の連

携が必要である≫から生成された．≪保健師と他機関

の連携が必要である≫は，「役所内で保健師と生活保

護課などの横の連携が不十分なことがあり，両方に連

絡したり，情報の共有が困難なことがある」と記され

ていた．

【保健師との互いの理解が必要である】は，≪保健

師と互いの職域を理解し合うことが必要である≫≪保

健師，助産師に意識の差がある≫≪互いに予防を意識

した連携が必要である≫≪子育て支援事業が発展して

統一した支援ができると良い≫から生成された．

３）助産師の保健師との連携活動

【保健師との連携をはかり家族の支援をしている】

は，≪支援が必要な家族について電話や文書を用いて

情報共有している≫≪保健師の対応で連携がスムーズ

である≫≪保健師との連携は円滑であり必要な対応が

できている≫≪保健師が家庭訪問を行い経過報告があ

る≫≪連携のための体制が構築されている≫≪院長や

師長の理解があり連携がはかれている≫≪必要時には

保健師が来院し情報共有しながら家族の支援をしてい

る≫から生成された．

【連携方法について検討している】は，≪保健師と

の連携方法について検討している≫≪医療機関内のマ

ニュアル作成をしたり係をつくっている≫≪保健師と

アセスメントシートを作成し共通の視点で取り組んで

いる≫から生成された．

Ⅳ．考察

本研究協力者は，５０歳代および師長が最も多く，看

護職として経験豊富な助産師が多かったといえる．助

産師は，家族への早期からの継続した支援のために保

健師との連携の必要性を感じ，【保健師との連携を積

極的にはかりたい】と考えていた．また，【保健師と

の連携のための教育や地域活動に参画する必要があ

る】と連携活動を促進させるための思いを感じてい

た．地域における助産師の活動の場が広がっており

（野口・篠原・今田・中橋・真鍋・池添，２００８），保

健機関で開催される健康診査などへ従事している（岡

本，２００５）．また，育児不安を抱えた母親に対する助

産師と保健師の同伴訪問は有効である（金浜・千葉・

武田・小舘・藤倉・熊谷，２００５）．しかし，助産師

は，多職種との連携を率先して担えるほど専門特化し

た教育を受けておらず，連携についての教育を充実さ

せる必要があると指摘されており（村上，２０１４），本

研究でも同様の捉えをしている者がいた．

また，連携の前提として，【社会的ハイリスクの妊

産褥婦がいる】【医療機関での支援には限界がある】

が示された．精神疾患や年齢からくる心身の問題，育

児協力者の不在，経済的問題など，養育に困難をきた

しやすい者の存在とその増加を感じていた．社会的ハ

イリスク者に対しては，特に妊娠・出産時の看護の

他，長い養育期間の親子の安寧が保たれるように一貫

した途切れない支援が必要である．助産師は，主に医

療機関内で，短期間に多くの妊産褥婦および家族に関

わっている．本研究においても，医療機関内での支援

に限界を感じる助産師の存在が明らかとなり，家族の

安寧のために【保健師との連携をはかり家族の支援】

をしていた．

また，本研究協力者は，【保健師と顔のみえる関係

の構築が必要である】【保健師との互いの理解が必要

である】と感じ，【保健師と定期的に会議を開催する

必要がある】と捉えていた．保健師の視点からも，助

産師との連携には，互いの仕事の専門性の理解，役割

分担および定期的な会議が望ましいとされており（大

平他，２００７），相互に同様の希望を抱いていたといえ

る．助産師の専門性の高い所は助産師に，保健師の専

門性の高い所は保健師に委ねて協働することが重要で

あり（加藤，２０１０），双方の専門性の理解が必要であ

る．会議などで顔を合わせて話し合う機会が継続すれ

ば，自ずと互いの専門性や業務に対する理解が深ま

り，より良い看護の提供のための役割が明確になると

考えられる．連携には，単に連絡をとる・情報提供を

することではなく，連続的なつながりが必須であり

（岡田，２０１５），積極的に直接やりとりをして顔のみ

える関係を構築していく必要があるといえる．

さらに，【医療機関内や他機関との連携も必要であ

る】という，家族を中心に据えた思いがみられた．多

職種・機関が関わる際には，各々の横の連携をはから

なければ，効率的な情報共有が行えない．家族の支援

のためには，医療機関内の他職種や福祉機関，児童相

談所，教育機関などとの連携も必要となる．核となる

職種・機関を見極めながら，包括的な家族への支援を

行うために，効率的な連携のあり方を検討していく必

要があるといえる．

本研究協力者の思いとして最もコード数が多かった
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のは，【保健師に連携体制を整えてほしい】であった．

早期の家庭訪問やその報告，タイムリーな対応などを

保健師に望んでいた．また，退院後には母乳の問題が

起こりやすく（柳澤，２０１２），保健師に母乳の知識を

つけてほしいとの意見がみられた．保健師は，自らの

役割を地域での身近な存在と認識しており（大平他，

２００７），その役割が果たせるよう，家族の要望や助産

師の意見を踏まえて支援内容を検討していく必要があ

るといえる．保健師個人の対応のみではなく，臨機応

変な時間外の対応や地域格差の是正などの組織的な検

討も必要である．

【連携を困難にする個人や組織的な課題がある】で

は，助産師個人では解決が困難な管理者の理解不足や

連携の基準およびシステムが整っていない現状が明ら

かとなった．組織的に連携の必要性を認識し，連携の

基準となる手引きを作成することも望ましいと考え

る．また，保健師と顔のみえる関係を構築することに

より，連絡方法や保健師の業務内容が認識されると推

察する．保健師も個人情報保護法により，産科からの

情報提供が困難と感じている（山本・吉田・小松原・

久井・日阪・吉村・中塚，２０１１）．支援が必要な家族

には，情報提供の同意が得られる関係を構築し，ある

いは共有が必須である情報を見極める必要がある．

助産師の連携に関わる教育や地域での活動が必要で

あると捉える者もいたが，助産師の同伴訪問は体制が

整っていない現状がある（金浜他，２００５；山本他，

２０１１）．また，人員不足（河内・渡邊・久保田・小林・

小林，２０１３）を抱えながらも，支援が必要な家族の存

在やその増加のために保健師との連携の必要性を感

じ，【連携方法について検討】していた．保健師への

情報提供用紙の評価（安部・高野・松本・上野・丸

山，２００４），退院時のスクリーニングシートの作成（下

垣・原，２０１３）が行われており，本研究においてはマ

ニュアル作成などの活動がみられた．連携の目的や役

割を認識しながら優先度を見極め，助産師の専門性を

活かした活動をさらに活発化させる必要がある．ま

た，保健師も助産師との相互理解を深め，顔のみえる

関係を築きながら個人の意識の向上，組織体制の整備

が望まれる．大井（２０１４）は，退院時に医療機関が保

健師へ支援を“つなぐ”というよりは，両者が“平行

して”支援を提供していく考えが重要であると示唆し

ている．本研究協力者が記した保健師の医療機関への

訪問や早期からの連携などのように，助産師から保健

師への一方通行の情報提供ではなく，ともに歩む姿勢

が必要である．また，管理者の連携に対する理解を得

る媒体ともなる，連携促進のための手引き，あるいは

連携指標の作成・活用も有用であると考える．

Ⅴ．まとめ

助産師の保健師との連携に関する捉えについて明ら

かにすることを目的に，自由記載欄に記述された内容

の分析を行った．その結果，助産師が捉える連携の前

提，助産師の連携に関する思いおよび連携活動が明ら

かとなった．前提には，社会的ハイリスクの妊産褥婦

の存在とその増加，医療機関の限界，助産師の思い

は，連携のための意識や教育，保健師との顔のみえる

関係の必要性，連携における課題などが示されてい

た．また，助産師の連携活動として，保健師と連携し

家族を支援している現状，連携方法を検討しているこ

とが明らかとなった．本研究協力者は，管理職が多く

経験豊富で連携への意識が高い回答者であったといえ

る．今後，実践者へと幅を広げ，さらに連携相手であ

る保健師や他職種・機関の連携のあり方についても検

討する必要があると考える．
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